
 
 

令和７年 11 月号  

春日部労働基準監督署 

 春日部市粕壁東 1-20-30

春日部労働総合庁舎 2F 

 電話 048(615)9171 

労務管理、安全衛生、労働保険等に関する情報を提供いたします。 

掲載内容についてご不明な点がある場合には、当監督署までお問い合わせください。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 転倒災害防止対策講習会の開催のお知らせ  

    埼玉労働局及び管内労働基準監督署では、転倒労働災害が発生した事業場を

対象として、県内 8 会場（合計 15 回）で転倒災害防止対策講習会を開催す

ることとしました（2，3 頁参照）。 

    春日部会場（監督署）での講習会は 11 月 13 日、17 日、26 日です。 

受講費無料でご参加いただけます。是非お申し込みください。 

 

 ② 時間外労働の上限規制等に関する説明会開催のお知らせ 

  

    埼玉労働局・労働基準監督署では、昨年に引き続き、建設業及び自動車運

転者の業務（トラック運転者）に係る事業場の労務管理担当者様等を対象と

して、時間外労働の上限規制等（自動車運転者については、「自動車運転者

（トラック運転者）の労働時間等の改善のための基準」（改善基準告示）を含

む。）の内容を中心とした説明会を開催いたします。 

※春日部会場では 11 月 12 日に実施（建設業・自動車運転者）。 

    説明会の日程等は下記ＱＲコードをスマ-トフォン等で読み込むか埼玉労働

局ＨＰ（イベント）をご覧ください。 

無料でご参加いただけます。是非お申し込みください。 

            

③ 最低賃金引上げの支援策について 

 

    11 月 1 日より埼玉県最低賃金が 1,141 円に引き上げられます。 

   最低賃金引き上げの支援策として「キャリアアップ助成金」及び「業務改

善助成金」をご案内いたします（４頁参照）。是非ご活用ください。 

 

④ 11 月は下請取引適正化推進月間です。 

      

    公正取引委員会及び中小企業庁は、下請取引の適正化について、下請法の迅

速かつ効果的な運用と違反行為の未然防止、下請中小企業振興法に基づく振興

基準の遵守の指導等を通じ、その推進を図っています。 

特に、毎年 11 月を「下請取引適正化推進月間」とし、この期間に下請法の

普及・啓発に係る取組を集中的に行っています。 

 



  

 埼玉県内の休業４日以上の労働災害は、近年増加傾向にあり、なかでも転倒災害がその約４分の１を占めて

います。転倒災害は業種と問わず多く発生しており、これを減少に転じさせることが喫緊の課題となっていま

す。こうしたことから埼玉労働局及び管内労働基準監督署では、転倒労働災害が発生した事業場を対象として、

転倒災害防止対策講習会を開催することとしました。 

講習内容 

転倒災害防止対策講習会 
を開催します 

埼玉県内８会場で合計 15回 

Ⅰ 労働災害発生状況について（埼玉労働局 担当官） 

Ⅱ 転倒災害防止対策について（各労働基準監督署 担当官） 

Ⅲ 運動機能測定体験（明治安田生命相互会社 ご担当者様） 

申込方法 

ロコモ測定も行います。
動きやすい服装でお越
しください。 

労働局（労働基準関係）・労働基準監督署説明会 

受付サイトよりお申込みください。 

 

 

URL: https://www.roudoukyoku-setsumeikai.mhlw.go.jp/ 

●「埼玉」をクリックしていただき、裏面掲載の開

催日程及び会場一覧から希望する講習会を選択

し、お申し込みください。 

 

●申込完了メールが届きます。 

 当日受付で申込完了メールの画面、又はメール

を印刷したものをご提示ください。 

 

申込み誤りがないか十分

に確認をお願いします。 

・各労働基準監督署 

二次元 

コード 

https://www.roudoukyoku-setsumeikai.mhlw.go.jp/


 

 

 

 

 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 

日程 時間 会場 定員 
10 月 23 日（木） 14:00~16:00 さいたま労働基準監督署 会議室 

さいたま市中央区新都心 11-2  
ランド・アクシス・タワー14 階 

48 人 

10 月 27 日（月） 14:00~16:00 川口労働基準監督署 会議室 
川口市川口 2-10-2 

30 人 

10 月 27 日（月） 14:00~16:00 川越労働基準監督署 会議室 
川越市豊田本 1-19-8 川越合同庁舎 2階 

48 人 

10 月 28 日（火） 14:00~16:00 川越労働基準監督署 会議室 
川越市豊田本 1-19-8 川越合同庁舎 2階 

48 人 

日程 時間 会場 定員 
11 月 5日（水） 14:00~16:00 さいたま労働基準監督署 会議室 

さいたま市中央区新都心 11-2  
ランド・アクシス・タワー14 階 

48 人 

11 月 7日（金） 13:45~15:45 上柴公民館 大会議室１ 
深谷市上柴町西 4-2-14 ３階 キララ上柴内 

100 人 

11 月 10 日（月） 14:00~16:00 横瀬町町民会館 大会議室 
秩父郡横瀬町大字横瀬 2000 番地 

75 人 

11 月 13 日（木） 14:00~16:00 春日部労働基準監督署 会議室 
春日部市粕壁東 1-20-30 

50 人 

11 月 17 日（月） 14:00~16:00 春日部労働基準監督署 会議室 
春日部市粕壁東 1-20-30 

50 人 

11 月 19 日（水） 14:00~16:00 さいたま労働基準監督署 会議室 
さいたま市中央区新都心 11-2  
ランド・アクシス・タワー14 階 

48 人 

11 月 26 日（水） 14:00~16:00 春日部労働基準監督署 会議室 
春日部市粕壁東 1-20-30 

50 人 

日程 時間 会場 定員 
12 月 4日（木） 14:00~16:00 川越労働基準監督署 会議室 

川越市豊田本 1-19-8 川越合同庁舎 2階 
48 人 

12 月 10 日（水） 14:00~16:00 ワークヒルズ羽生 大会議室 
羽生市下羽生 1014-1 

80 人 

12 月 17 日（水） 14:00~16:00 川越労働基準監督署 会議室 
川越市豊田本 1-19-8 川越合同庁舎 2階 

48 人 

12 月 23 日（火） 14:00~16:00 ハローワークプラザ所沢 
所沢市並木 2-4-1 航空公園駅ビル 2階 

40 人 

開催日程及び会場一覧 

▮令和７年 10月開催分 申込開始日時︓令和７年 10月１日（水）午前９時 

▮令和７年 11月開催分 申込開始日時︓令和７年 10月１日（水）午前９時 

▮令和７年 12月開催分 申込開始日時︓令和７年 10月１日（水）午前９時 



非正規雇用労働者の賃上げ

令和7年9⽉から制度を拡充

最低賃金引上げの支援策
（埼玉県は1,078→1,141円）

～助成金の申請をご検討ください～

業務改善助成⾦ 検 索

業務改善助成⾦

事業場内最低賃⾦を引上げ、設備投
資等を⾏った中小企業等に、その費
用の一部を助成します。
中小企業で働く労働者の賃⾦引
上げのための生産性向上の取組
が支援対象です。

キャリアアップ助成⾦ 検 索

助成上限額賃上げコース区分

30万円〜130万円30円コース

45万円〜180万円45円コース

60万円〜300万円60円コース

90万円〜600万円90円コース

賃上げ＋設備投資
・賃上げと設備投資等を含む生産性向上
に資する計画を作成

・中小企業が利用可能
・助成額は賃⾦の引上げ額、引上げ
労働者数等によって決定

・交付決定を受けた後に設備投資等を
⾏う

活用のポイント

・賃⾦規定等の増額改定に関するキャリ
アアップ計画の作成が必要
・中小企業、⼤企業どちらも利用可能
・原則、事業所内すべての非正規雇用労
働者の賃⾦規定等を改定する必要あり
・改定に当たり職務評価を活用した場合、
昇給制度を新たに規定した場合は助成額
を加算

・対象事業所を事業場内最低賃⾦額が
「改定後の地域別最低賃⾦額未満まで」
に拡充
・最低賃⾦改定⽇の前⽇までに賃⾦引上
げを実施していれば、賃⾦引上げ計画の
提出は不要

NEWS

（R７.９）
ご相談は埼玉働き方改革推進支援センターへ（厚生労働省 委託事業）裏面参照

非正規雇用労働者等の基本給の賃⾦
規定等を３％以上増額改定し、その
規定を適用させた場合に助成します。
パートタイム労働者など非正規雇用
労働者の賃⾦引上げが対象です。

キャリアアップ助成⾦
（賃⾦規定等改定コース）

活用のポイント

活用例
中小企業が賃⾦規定等を５％増額改定し、
10名の有期雇用労働者の賃上げを実施した
場合、65万円支給されます。

(※）括弧内の⾦額は、⼤企業の場合の助成額。
1年度１事業所あたりの支給申請上限は100人。

助成額(1人当たり)
非正規雇用労働者の
賃上げ率の区分

４万円(2.6万円)３％以上４％未満の場合

5万円(3.3万円)４％以上５％未満の場合

6.5万円(4.3万円)５％以上６％未満の場合

７万円(4.6万円)６％以上の場合


